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H18 年度新設組織の目標設定シート 

 

【部局名：部】総務部 〔機関名：総務課〕 

新設組織名 竹島担当スタッフ【スタッフの配置】 

新たな配置人員 1 名 

設置期間 Ｈ18 年度～Ｈ20 年度 

設置理由 

及び 

設置目的 

「竹島の日条例」(H17.3)の制定を契機に国民世論が高まり、これを一層継

続させるためにも啓発活動の充実強化を図るとともに、国に対し説得力あ

る要望活動を展開するため、竹島問題に関する組織を設置 

 

 

目標設定 

H20 年度までに、竹島問題に対する県民の意識を向上 

〔目標値〕関心度 80％、理解度 50％ 

 

〔参考 類似調査：H17.5 実施 読売新聞社世論調査(全国) 

        関心度 61％ (大いに関心 23.6％、多少は関心 37.3％)〕

 

個別業務 

の概要 

○竹島問題研究会の事務局機能 

 研究会の進行管理、研究会の取り組み支援 

 ・「中間とりまとめ(H17 年度末集約)」を踏まえた研究 

 ・H18 年度中に研究成果の取りまとめ、公表 

○啓発活動の展開(「竹島の日」を中心とした各種啓発の実施) 

○国への要望活動(重点要望等を通じて外務省とのパイプを構築) 

○竹島・北方領土返還要求運動島根県民会議との連携 

各戦略目標との関係等(※組織・人員という行政資源の投入根拠等) 

総合計画 

の位置付け 

 

【位置付けなし】 

 

行政評価 

の状況 

H17 目標達成見込み：Ａ（目標を上回る見込み） 

【コメント】 

「竹島の日条例」制定を契機として、国民の関心は高まってきており、こ

の流れを確実なものにするため、竹島ＨＰのアクセス件数 46 万件を目標に

置き、広報啓発活動を展開している。 

現在、アクセス件数は 41 万件に達し、当初目標を達成できる見込みである。

これを背景として、今後、国に対して一層働き掛けを強化する必要がある。

 

人事評価 評価項目として、「竹島問題の歴史に関する調査研究及び啓発活動の推進」

を設定 

コスト 

の状況 

      コスト   事業費予算   給与費 

H17 年度 26,567 千円 〔14,677 千円 11,890 千円(@8,200 千円×1.45)〕

H18 年度 26,301 千円 〔11,541 千円 14,760 千円(@8,200 千円×1.8)〕

※給与費は平成 17 年度の行政評価の積算単価に基づく概算

その他 

特記事項 
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H18 年度新設組織の目標設定シート 

 

【部局名：部】総務部 〔機関名：総務課〕 

新設組織名 法人設立準備室【内室の設置】 

体制 室長 1名－担当 7名 

設置期間 Ｈ18 年度 

設置理由 

及び 

設置目的 

H19.4 の県立大学の法人化・統合を円滑に進めるため、法人本部機能を県

立大学に設置し、法人設立準備委員会事務や各種システムの整備など着実

な準備体制を確保 

 

目標設定 

H19.4 に県立の 3 大学(県立大学、島根女子短期大学、看護短期大学)を統

合、法人化 

 

（H16 年度県内就職率：県立大学 34.5%、島根女子短期大学 58.1%、 

看護短期大学 60.6%）

 

個別業務 

の概要 

○県立大学法人設立準備業務(県立大学の統合、法人化の準備) 

 県立大学法人設立準備委員会事務、組織、財務会計制度、人事給与制度、

法人・大学の諸規程整備 

 各種情報システム整備                   など 

 

各戦略目標との関係等(※組織・人員という行政資源の投入根拠等) 

総合計画 

の位置付け 

〔参考〕 

政策名：次世代を担う人づくり 

施策名：Ⅳ－2－4高等教育の充実 

優先度：Ｂランク 

H19 目標：県内就職率(県立大学 30.0%、島根女子短期大学 60.0%、 

看護短期大学 73.0%) 

 

行政評価 

の状況 

H17 目標達成見込み：現時点不明 

【コメント】 

就職率は景気動向に左右される部分があるが教育水準の維持向上や学生の

キャリア形成に力を注ぎ目標達成に努める 

 

 

人事評価 組織目標として「大学改革の先行実施」を位置付け 

コスト 

の状況 

別枠予算 

      コスト   事業費予算   給与費 

H17年度  96,700千円 〔 27,000千円 69,700千円(@8,200千円×8.5)〕

H18 年度 218,200 千円 〔128,000 千円 90,200 千円(@8,200 千円×11)〕

※給与費は平成 17 年度の行政評価の積算単価に基づく概算

その他 

特記事項 

総務課に大学改革スタッフを 3名配置(主として設置者事務を担当) 
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H18 年度新設組織の目標設定シート 

 

【部局名：部】総務部 〔機関名：管財課〕 

新設組織名 県有財産活用推進スタッフ【スタッフの設置】 

新たな配置人員 2 名 

設置期間 Ｈ18 年度～Ｈ22 年度 

設置理由 

及び 

設置目的 

未利用財産(利用の見込みのない県有財産)について実態調査等を行い、財

産毎に活用方針を策定し、その方針に基づき一元的積極的に取り組み財産

の有効活用を促進 

 

 

目標設定 

H22 年度までに未利用県有財産(土地 144 件、建物 41 件、計 185 件)の有効

活用による財産収入額を 12.5 億円（2.5 億円/年）確保 

12.5 億円以外に中央病院跡地、中島製作所跡地を処分 

目標額については、未利用財産の実態調査・カルテ作成にともない計画の

中間年に見直し 

(H16 年度財産収入額 1.9 億円) 

 

個別業務 

の概要 

○未利用財産の実態調査、情報収集 

○未利用財産毎のカルテ作成及びその情報提供(H18～H19) 

○未利用財産に係る活用方針の策定(H18～H20) 

○活用方針に基づくアクションプログラムの作成(H21～)   など 

 

各戦略目標との関係等(※組織・人員という行政資源の投入根拠等) 

総合計画 

の位置付け 

〔参考〕 

政策名：総合計画を推進するための行政改革の実施 

施策名：4健全財政運営の推進 

優先度：  ─ 

H19 目標：構造的な収支不足の改善額 300 億円 

 

行政評価 

の状況 

H17 目標達成見込み：Ａ(目標を上回る見込み) 

【コメント】 

毎年度 1.5 億円以上の財産収入を目標としているが、更なる有効活用に向

け一元的な積極的な取り組みを行うため、新たな組織体制の検討が必要 

 

 

人事評価 組織目標と連動 

コスト 

の状況 

      コスト   事業費予算   給与費 

H17 年度 17,233 千円 〔11,985 千円  5,248 千円(@8,200 千円×0.64)〕

H18 年度 28,385 千円 〔11,985 千円 16,400 千円(@8,200 千円×2)〕 

※給与費は平成 17 年度の行政評価の積算単価に基づく概算 

その他 

特記事項 
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H18 年度新設組織の目標設定シート 

 

【部局名：部】地域振興部 〔機関名：市町村課〕 

新設組織名 権限移譲推進室【内室の設置】 

新たな配置人員 室長 1名－担当 3名 

設置期間 Ｈ18 年度～Ｈ20 年度 

設置理由 

及び 

設置目的 

市町村合併を踏まえ、島根県における地方分権を更に推進するため、県か

ら市町村への権限移譲について現行計画の見直しを行うとともに、市町村

に対して積極的に働きかけ 

また、合併支援室業務を引き継ぎ、合併新法に係る対応や合併市町村のフ

ォローアップを実施 

 

 

目標設定 

H20 年度までに、島根県における県から市町村への権限移譲について、現

行の権限移譲計画を市町村の意見も踏まえながら見直し、市町村ごとに権

限移譲推進協議会を設置して権限移譲を実施 

 〔市町村協議会設置数〕 

  H18 年度：10 協議会  H19 年度：11 協議会 

 〔移譲項目数〕 

  延べ 630 項目 

  (現行推進計画項目数 62×21 団体＝1,302 項目の約 50%) 

 

 

 

個別業務 

の概要 

○権限移譲計画の見直し 

○個別市町村への働きかけ 

○県・市町村・県民の権限移譲に関する気運醸成 

○合併新法に関する業務 

○合併市町村のフォローアップに関する業務    など 

 

 

各戦略目標との関係等(※組織・人員という行政資源の投入根拠等) 

総合計画 

の位置付け 

【位置付けなし】 

行政評価 

の状況 

【位置付けなし】 

 

人事評価 組織目標と連動 

コスト 

の状況 

      コスト   事業費予算   給与費 

H17 年度      0 千円 〔    0 千円      0 千円(@8,200 千円×0)〕 

H18 年度 36,849 千円 〔4,049 千円 32,800 千円(@8,200 千円×4)〕 

※給与費は平成 17 年度の行政評価の積算単価に基づく概算

その他 

特記事項 

 



 

5 

H18 年度新設組織の目標設定シート 

 

【部局名：部】環境生活部 〔機関名：環境生活総務課〕 

新設組織名 安全・安心スタッフ【スタッフの設置】 

新たな配置人員 3 名(うち 1名は警察併任) 

設置期間 Ｈ18 年度～Ｈ20 年度 

設置理由 

及び 

設置目的 

犯罪を減らし、県民が安全で安心して暮らせる地域社会の実現を目指し、

県、県民、事業者等がそれぞれの役割に応じ、主体的かつ、連携して推進

する体制を整備 

 

 

目標設定 

H19 年度人口千人当たりの刑法犯認知件数 10.7 件 

(H16 年度刑法犯認知件数 11.8 件) 

 

 

個別業務 

の概要 

○島根県犯罪のない安全・安心まちづくり条例(仮称)の制定・施行 

(年度前半)

○防犯まちづくり推進協議会(県内関係団体で組織)設立(年度後半) 

○防犯フェアの開催(年度後半) 

○防犯に配慮した環境整備(道路、公園、住宅、学校等)のための指針策定

(年度後半)

〔参考：H17 の状況〕 

○島根県犯罪のない安全で安心なまちづくり懇話会設置(H17.12) 

各戦略目標との関係等(※組織・人員という行政資源の投入根拠等) 

総合計画 

の位置付け 

政策名：安全な生活の確保 

施策名：Ⅱ－1－4日本一治安の良い地域社会の実現 

優先度：Ａランク 

H19 目標：人口千人当たりの刑法犯認知件数 10.7 件 

行政評価 

の状況 

H17 目標達成見込み：Ａ（目標を上回る見込み） 

【コメント】 

現在、上記施策を構成する事業は県警本部の事業だけだが、新たに知事部

局が所管する「犯罪のない安全・安心なまちづくり」の事業を加え、両者

連携の上施策目標の実現に努める 

 

人事評価 組織目標と連動 

コスト 

の状況 

特別需要枠(新規枠を予定) 

      コスト   事業費予算   給与費 

H17 年度  6,494 千円 〔1,000 千円  5,494 千円(@8,200 千円×0.67)〕

H18 年度 24,600 千円 〔     0 千円 24,600 千円(@8,200 千円×3)〕 

※給与費は平成 17 年度の行政評価の積算単価に基づく概算

その他 

特記事項 
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H18 年度新設組織の目標設定シート 

 

【部局名：部】健康福祉部 〔機関名：健康福祉総務課〕 

新設組織名 医療制度改革スタッフ【スタッフの設置】 

新たな配置人員 2 名 

設置期間 Ｈ18 年度～Ｈ19 年度 

設置理由 

及び 

設置目的 

国の医療制度改革に対応し、県内関係機関および部内各課の総合調整と業

務を推進 

 

 

目標設定 

H20.4 までに、関係機関から合意の得られた実施可能な、医療費適正化計

画の策定及び関連する各種計画と医療圏の見直しを実施 

 

 

 

 

個別業務 

の概要 

○保健医療計画、健康増進計画、介護支援計画の総合調整・見直し 

○医療圏の見直し 

○保険者の再編統合に関する総合調整 

○後期高齢者医療制度導入に向けた総合調整     など 

 

 

各戦略目標との関係等(※組織・人員という行政資源の投入根拠等) 

総合計画 

の位置付け 

政策名：安心して暮らせる社会の実現、 

いつでもどこでも安心して受けられる医療の確保 

施策名：Ⅱ－3－1 生涯を通じた健康づくりの推進 

    Ⅱ－3－3 高齢者保健福祉サービスの充実 

    Ⅱ－4－1 医療機能・施設の充実 

優先度：Ａランク 

H19 目標：入院の自圏域内完結率 80％ 

行政評価 

の状況 

【位置付けになじまない】 

国の制度改革に対応するものであり既存の県の政策の中で達成を評価でき

る事項にはなじまない 

 

 

 

人事評価 組織目標と連動 

コスト 

の状況 

      コスト   事業費予算   給与費 

H17 年度      0 千円 〔     0 千円      0 千円(@8,200 千円×0)〕 

H18 年度 16,400 千円 〔     0 千円 16,400 千円(@8,200 千円×2)〕 

※給与費は平成 17 年度の行政評価の積算単価に基づく概算

その他 

特記事項 
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H18 年度新設組織の目標設定シート 

 

【部局名：部】健康福祉部 〔機関名：医療対策課〕 

新設組織名 医師確保対策室【内室の設置】 

新たな配置人員 室長 1名－担当 6名(うち 1名は研修担当医師として中央病院配置予定) 

設置期間 Ｈ18 年度～ 

設置理由 

及び 

設置目的 

県内の中山間地域・離島、さらには都市部の医療機関においても医師不足

が深刻な状況にあり、緊急の課題である医師確保対策を一層推進 

目標設定 

H22 年度までに県外から招聘する医師及び後期研修医等の県内定着を図

り、県内医療機関で勤務する医師を確保 

 H18 年度・H19 年度・H20 年度：各年度 5名 

 H21 年度・H22 年度：各年度 7名 

 

（H16 年度医師の派遣数 38 名） 

 

個別業務 

の概要 

○赤ひげバンク登録医師の招聘 

○県出身医師・研修医のＵターンや定着の促進 

○県内医療機関で勤務する医師確保のため、島根大学との一層の連携強化

○その他医師の県内定着に関する業務 

○研修指定病院の指導医に対する教育指導(中央病院配置医師)   など

 

各戦略目標との関係等(※組織・人員という行政資源の投入根拠等) 

総合計画 

の位置付け 

政策名：Ⅱ－4「いつでもどこでも安心して受けられる医療の確保」 

施策名：Ⅱ－4－2「優れた医療従事者の確保」 

優先度：Ａランク 

H19 目標：医師の派遣数 55 名 

行政評価 

の状況 

H17 目標達成見込み：Ｂ(おおむね目標どおり) 

【コメント】 

赤ひげ医師、専門医養成プログラム医師確保が計画通りに進まなかったた

め目標を下回る見込みであるが、H18 年度は新規に「医師確保緊急対策事

業」を実施するなど一層積極的な対策を実施 

 

 

人事評価 組織目標と連動 

コスト 

の状況 

      コスト   事業費予算   給与費 

H17 年度 315,927 千円〔273,369 千円 42,558 千円(@8,200 千円×5.19)〕

(事業費のうち 101,283 千円は確保医師人件費)

H18 年度 385,000 千円〔327,600 千円 57,400 千円(@8,200 千円×7)〕 

(事業費のうち 99,953 千円は確保医師人件費)

※給与費は平成 17 年度の行政評価の積算単価に基づく概算

その他 

特記事項 
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H18 年度新設組織の目標設定シート 

 

【部局名：部】健康福祉部 〔機関名：高齢者福祉課〕 

新設組織名 少子高齢社会スタッフ【スタッフの設置】 

新たな配置人員 3 名 

設置期間 Ｈ18 年度～Ｈ19 年度 

設置理由 

及び 

設置目的 

人口減少時代の中で先行して少子高齢化が進行する本県において、今後の

社会資本の活用方法や住民サービスのあり方(児童・高齢者関連施設の相互

有効利用、介護・育児一体型保険創設による出産・育児支援)などの仕組み

づくりを全国に先駆けて検討 

｢生涯現役社会づくり推進事業｣の継続展開と、しまね高齢社会振興ﾋﾞｼﾞｮﾝ

21 に基づく具体的な施策の推進 

目標設定 

○少子高齢社会を支える「新たなｼｽﾃﾑづくり」のための具体的仕組みづく

りの検討・提言 

 〔提言数〕：下記分野ごとに複数本 

  労働力確保(保健・福祉・医療従事者の確保) 

  社会資源の再配分(社会福祉施設のあり方)   など 

 〔H18 年度〕 上期中間報告、政策企画会議で審議・決定のうえ 

        H19 年度予算・事業に反映 

 〔H19 年度〕 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(ﾓﾃﾞﾙ)事業実施、 

        下期最終報告・提言取りまとめ 

○高齢者の生きがい・社会参加活動への参加者数：年間 100,000 人 

 

個別業務 

の概要 

○検討ﾁｰﾑ･委員会、連絡調整ﾈｯﾄﾜｰｸ等の設置･運営 

○地域課題の調査研究(中間報告、最終報告へ反映) 

○具体的事業化(政策企画会議で「新たなｼｽﾃﾑづくり」に向けた施策展開方

針決定、関係部局と連携し H19 年度にﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(ﾓﾃﾞﾙ)事業を実施) 

○「新たなｼｽﾃﾑづくり」に係る最終報告、国等への提言、ﾌｫｰﾗﾑ開催、情報

提供、PR 

○生涯現役社会づくり推進事業の継続 

各戦略目標との関係等(※組織・人員という行政資源の投入根拠等) 

総合計画 

の位置付け 

政策名：安心して暮らせる社会の実現  

施策名①:Ⅱ－3－2ともに支え合う地域福祉の実現 

優先度：Ｃランク 

H19 目標：生きがい・社会参加活動への参加者数 100,000 人 

（生涯現役社会づくり推進事業の目標値：基本事務事業） 

行政評価 

の状況 

H17 目標達成見込み：Ａ(目標を上回る見込み) 

【コメント】 

健康福祉祭等多数参加があり、元気高齢者の学習・社会参加意欲は高い 

 

人事評価 組織目標と連動 

コスト 

の状況 

      コスト   事業費予算   給与費 

H17 年度 121,930 千円 〔105,530 千円 16,400 千円(@8,200 千円×2)〕

H18 年度 120,081 千円 〔 95,481 千円 24,600 千円(@8,200 千円×3)〕

※給与費は平成 17 年度の行政評価の積算単価に基づく概算

その他特記事項  
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H18 年度新設組織の目標設定シート 

 

【部局名：部】商工労働部 〔機関名：商工政策課〕 

新設組織名 雇用創出スタッフ 

新たな配置人員 1 名 

設置期間 Ｈ18 年度～Ｈ19 年度 

設置理由 

及び 

設置目的 

求人の動向､求職者の職業能力などを分析し、職業紹介を行うとともに、公

共事業費の大幅な削減にともなう新たな雇用の場の創出が喫緊の課題であ

ることから建設業関連の雇用創出に関する総合的な施策を推進するなど、

雇用創出対策に関する総合的な調整を行う体制を整備 

 

 

目標設定 

雇用創出人数                      (単位：人)

項 目  H17     (H18)    H18    H20 

①しまね地域提案型雇用創造促進

事業に基づく雇用創出 
    0→(   30)→   33→   20 

②建設産業対策の方針に基づく雇

用創出 

※基金対応分は除く 

 

1,811→(1,644)→1,800→2,000 

③同上 

※基金対応分 
  476→(  568)→  700→事業終了

（  ）内は当初(雇用創出担当設置想定前)の目標値 

 

 

個別業務 

の概要 

○しまね地域提案型雇用創造事業実施市町村に対する指導及び関係機関と

の調整 

○建設産業対策連絡会議を所管し、施策の立案を関係部局に働きかけ 

 

各戦略目標との関係等(※組織・人員という行政資源の投入根拠等) 

総合計画 

の位置付け 

政策名：雇用・就業環境の整備、定住の促進 

施策名：Ⅰ－６－１ 雇用・就業の促進 

優先度：Ａランク 

H19 目標：完全失業率（3.0 以下） 

行政評価 

の状況 

H17 目標達成見込み：Ｂ（おおむね目標どおり） 

【コメント】 

ジョブカフェを通した若年者の職業意識の啓発や職場体験、ふるさと雇用

創出基金事業の実施が雇用・就業の場の確保に貢献した。 

 

人事評価 組織目標と連動 

コスト 

の状況 

      コスト   事業費予算   給与費 

H17 年度 237,241 千円〔174,347 千円 62,894 千円(@8,200 千円×7.67)〕

H18 年度 229,302 千円〔166,408 千円 62,894 千円(@8,200 千円×7.67)〕

※給与費は平成 17 年度の行政評価の積算単価に基づく概算

その他 

特記事項 
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H18 年度新設組織の目標設定シート 

 

【部局名：部】商工労働部 〔機関名：しまねブランド推進課〕 

新設組織名 貿易促進支援室【内室の設置】 

新たな配置人員 室長 1名担当 6名(派遣：ジェトロ本部 1名 ジェトロ上海 1名) 

設置期間 Ｈ18 年度～Ｈ20 年度 

設置理由 

及び 

設置目的 

農林水産物が農林水産部、工業製品が商工労働部となっている窓口を一本

化し、さらに加工食品も新たに加え、県産品を海外に向けて一体的に売り

込むことにより、効果的・効率的な販路拡大やブランドを確立 

目標設定 

 

区  分 Ｈ16  →  Ｈ20 

①農林水産物及び加工品輸出産品数 8 品  → 20 品 

② 〃 輸出額（販売額） 1.3 億 →  3 億 

③貿易実績企業数 160 社 → 200 社 

④貿易額(上位５社を除く) 650 億 → 850 億  
 

個別業務 

の概要 

○海外貿易の振興 

○輸出関連対策事業 

○特定地域との国際経済交流 

○日本貿易振興機構（ジェトロ） 

○浜田港の利活用の促進     など 

 

各戦略目標との関係等(※組織・人員という行政資源の投入根拠等) 

総合計画 

の位置付け 

政策名：戦力的な生産・販売による創造的な産業活動の促進 

施策名：Ⅰ－2－1 商工業の経営・技術革新の支援 

優先度：Ｂランク 

H19 目標：貿易実績企業数(140 社) 
  

施策名：Ⅰ－2－4 県産品の販路開拓・拡大の支援 

優先度：Ａランク 

H19 目標：農林水産物の輸出額(2 億 5 千万円) 

行政評価 

の状況 

H17 目標達成見込み：Ａ(目標を上回った) 

【コメント】 

海外への販路拡大については、農林・商工・ブランドとセクションが離れ

ており、組織の統合検討が必要 

 

人事評価 組織目標と連動 

コスト 

の状況 

      コスト   事業費予算   給与費 

H17 年度 143,775 千円〔103,185 千円 40,590 千円(@8,200 千円×4.95)〕

H18 年度 160,811 千円〔103,411 千円 57,400 千円(@8,200 千円×7)〕 

※給与費は平成 17 年度の行政評価の積算単価に基づく概算

その他 

特記事項 

ジェトロへの研修派遣の継続により、島根県の産業振興を担っていく国際

感覚豊かな人材を育成 
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